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前　文

　「本校の校区には、どのようなタイプの保護者が、どの程度いるのだろう
か」。「本校の保護者の特徴を客観的に理解したい」。本書は、平成17（2005）
年度、大野城市立月の浦小学校・吉富修校長（現・大野城市教育委員会教育
長）から頂いた、このような言葉が起点となっている。魅力的な研究課題は、
優れた実践者が与えてくれる。この経営課題を解明するために、当時教務主任
であった糸永啓士教諭（現・筑紫野市立原田小学校校長）とともに、校区にお
ける保護者集団構造理解のための調査票の開発に着手した。
　平成17（2005）年度は、非常に刺激的な1年間であった。保護者および児童
の実態を客観的なデータで表現し、学校経営の材料として活用して頂いた。学
校経営の研究者として実践に貢献する道が、この学校ではじめて見えた。調査
結果は、職員はもちろん、保護者にもPTA講演会等の機会に説明している。大
量の学校・教師に質問紙をばらまき、研究室で集計して論文をつくり、実践的
観点の薄い報告書を学校・教師にフィードバックするという従来の研究スタイ
ルは、もはや維持が困難である。まず最初に、実践に貢献するためのデータを
つくり、分析結果を保護者や教師に報告する（もちろん分かりやすく）。その
後、学術研究用にアレンジし、論文としてまとめる。ちなみに、本書の第1章
は、月の浦小学校保護者講演会のデータを学術研究用にアレンジしてまとめた
ものである。これは、「研究成果を実践に応用する」という従来の価値観を覆す
行為である。実践支援が先であり、研究成果はその後についてくるのである。
　保護者理解のための調査票は、翌年度には、学力拠点形成事業を受けてい
た筑紫野市内の小中学校に波及していった。学校は経営判断のため、そして、
人々を説得する根拠となるデータを求めている。このことを確信することがで
きた。事業校の中でも、筑紫野市立筑紫東小学校・主税保徳校長（現・福岡県
教育委員会義務教育課・主任指導主事）には、その後も、信頼研究のプロジェ
クトチームに参加して頂く等、さまざまな支援を受けた。
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　さて、本書では、信頼の捉え方に特徴がある。信頼は、契約的信頼と関係的
信頼に区分することができる。前者は、保護者の委託内容を学校が履行すると
いう片務的な契約関係に依拠した信頼のパラダイムである。保護者は顧客であ
り、学校は顧客満足のためにきめ細かな教育サービスを提供する。顧客の側に
は、負担は発生せず、契約不履行は故意・過失がない限り、すべて業者（学
校）の責任である。契約の視点に立つと、学力が低い、生徒指導が行き届いて
いない、挨拶をしない、通学時の態度が悪い等、すべて学校の責任として見な
される。ところが、子どもの教育というものは、学校と家庭（地域）の相互依
存的関係の中で行われるものである。家庭（地域）の協力なくして、成立し得
ないものである。
　保護者が負担をほとんど負わない学習塾には、契約的信頼の思考がフィット
する。顧客との契約（志望校合格）を正しく効果的に履行する場合に、信頼が
醸成される。しかし、公立学校（特に小・中学校）では、生活習慣・学習習慣
の形成、規範意識の形成等、保護者が相当の負担を負う。公立学校では、お互
いに協力し合って目標を達成することで生まれる関係的信頼の思考がフィット
するのである。公立学校における学校─家庭（地域）関係は、こうした信頼
のパラダイムによって捉えていくことが望ましい。
　契約的信頼と関係的信頼の概念は、既にBryk & Schneider（2002）によっ
て提示されている。日本において、信頼パラダイムの転換の必要性を痛感した
のは、平成18（2006）年度に開始した中間市立中間南小学校での調査を経験
してからである。大江康夫校長（現・宮若市立宮田小学校校長）と教務主任の
清田雄二教諭（現・北九州市立黒畑小学校教頭）を中心として、誰もが思いつ
かないような創意と実行力で学校と保護者の信頼を構築していた（本書第13
章）。

　平成18（2006）年度は、プロジェクトチームによって、信頼研究を本格的
に開始した。九州教育経営学会にプロジェクトチームを置き、文部科学省・新
教育システム開発プログラムの助成を受け、2年間の研究を推進した。この時
期には、多くの学校において調査を実施し、極めて重要なヒントをたくさん与
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えて頂いた。これまで、漠然としていた信頼構築の戦略を、構造的に整理する
ことができた。
　当該プロジェクトチームでは、研究代表である中留武昭・鹿児島県立短期大
学・学長（現・九州大学名誉教授）および学会会長である八尾坂修教授（九
州大学大学院）のご指導の下、赤星晋作教授（広島市立大学）・伊藤文一教授
（福岡女学院大学）・生田淳一准教授（福岡教育大学）・倉本哲男准教授（佐賀
大学）・高木亮講師（中国学園大学）・日高和美講師（九州共立大学）・増田健
太郎教授（九州大学大学院）・元兼正浩准教授（九州大学大学院）・雪丸武彦講
師（長崎県立大学）らの協力によって、福岡を拠点とする信頼研究が推進され
た。これらの先生方・大学院生には心より感謝申し上げたい。なお、志半ばで
ご逝去された佐々木秀成教授（九州共立大学）には、心よりご冥福をお祈り申
し上げたい。佐々木先生がご存命であれば、先生のご指導の下、本研究の水準
もさらに向上していたに違いない。
　平成19（2007）年度には、プロジェクトチームのメンバーを主体として、
中留武昭監修、八尾坂修・増田健太郎・伊藤文一編著『信頼を創造する公立学
校の挑戦─壱岐丘の風がどのように吹いたか─』（ぎょうせい）を出版した。
また、同じ年度に、露口健司編著『信頼を構築する保護者関係マネジメント』
（新教育システム開発プログラム・研究成果報告書）もまとめられた。いずれ
の著書においても、福岡市立壱岐丘中学校・伊藤文一校長（現・福岡女学院大
学教授）の実践を、信頼構築のモデルとして取り上げている。

　平成20（2008）年度以降は、調査フィールドが福岡県から愛媛県へと移行
する。愛媛県では調査が難しいと感じていたところで、愛媛県教育委員会から
調査の機会を沢山頂いた。山本浅幸指導主事（現・松野町立松野中学校校長）
や城戸茂指導主事（現・国立教育政策研究所）とはいくつもの学校を訪問し質
的・量的調査を実施した。これらの調査は、もちろん学術研究のための調査で
はない。教育政策効果を検証したいという教育委員会側の意図に従い、質問紙
調査や実地視察を行い、教育委員会向けに報告を行う。そして、報告が終わっ
た後、学術研究用にデータを再利用させて頂く。
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　調査困難の時代と言われるが、実践で役に立たない調査が実施困難なだけで
ある。実践的に高い有用性が見込まれる研究であれば、高い確率で協力は得
られる。近年では、20～ 30校近くを対象とする調査であっても、学校単位で
データ分析を行い、フィードバックしている。30校の平均値を説明しただけ
では、教育委員会レベルでは有用かもしれないが、個々の学校にはほとんど役
立たない。情報処理スキルが乏しいため、すべて手作業でのスライド作成とな
る。右手人差し指には、ペンダコならぬマウスダコができるほど、過酷な作業
である。
　本書は、学校組織を対象とした、国内でははじめての本格的な信頼研究であ
る。学校組織における信頼（あるいは信頼される学校づくり）という実践レベ
ルでは多くの学校において極めて高い関心を抱いている事象について、はじめ
て実証的な方法で切り込んでいる。学校組織あるいは学校経営を対象として研
究を進められている方には、ご一読頂き、ぜひともご批判を賜りたい。
　また、学校管理職（および管理職候補者）の方々も、もちろん読者として想
定している。本書は、学校管理職による信頼構築実践に貢献することをねらい
としてまとめられている。先行研究はグローバルにフォローする必要があるた
め、ところどころ英語表記の箇所がある。また、わかりにくい統計解析の箇所
もある。しかし、これらは、学校経営実践の経験を持たない我々にとっての主
張の根拠であることをご理解願いたい。このほか、学校組織で働く教職員の
方々にも、ご一読頂ければ幸いである。学校を学級に直接置き換えて読むこと
は難しいが、学級経営のヒントは隠されているはずである。
　なお、佐藤守氏と安田愛氏には、前作の『学校組織のリーダーシップ』（2008
年）に引き続き、多大なる援助を頂いた。厚く御礼申し上げたい。

　2012年 7月 4日
愛媛大学研究室にて　露口　健司
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